
様式第３５号の２ 

 

固 定 資 産 税 軽 減 申 告 書 

   年  月  日  

  豊田市長 様 

納税義務者 住 所                     

氏名(名称・代表者)                  

個人番号・法人番号               

電話番号  （    ）   －        

 

豊田市市税条例附則第１０条の３第８項、第１１項及び第１５項の規定により、下記のとおり申告しま

す。 

家 屋 所 在 地 豊田市 

家 屋 番 号 番    の      ・未登記 

種 類 居宅・併用住宅（居住部分が１／２以上）・共同住宅 

構 造 木造 

床 面 積 ．   ㎡ 

建 築 年 月 日 
昭和    年    月    日 

（昭和５７年１月１日以前から所在する住宅） 

登 記 年 月 日 年    月    日 

附 属 家 

種 類 構 造 床 面 積 

   

   

   

耐震改修が完了した年月日 年    月    日 

耐震改修 に要した 費 用 

（５０万円を超える金額） 
          円 

耐震改修が完了した日から 

３月を経過した後に申告書 

を提出する場合には、３月 

以内に提出することができ 

なかった理由 

 

軽 減 事 由 住宅の耐震改修工事を行ったため 

 

 

 

 

 

 

 

 

№       

宛名番号          

物件番号          

耐震 



添付書類 

（1）現行の耐震基準に適合する改修工事が行われた旨を証する書類の原本（①か②いずれか） 

①「住宅耐震改修証明書」（豊田市役所 建築相談課が発行したもの） 

②「増改築等工事証明書」（建築士・指定確認検査機関・登録住宅性能評価機関・住宅瑕疵担保 

責任保険法人が発行したもの） 

（2）工事費用内訳書（請求明細書）の写し（耐震改修部分の工事の内容や費用が確認できる書類） 

（3）耐震改修工事個所を記した図面（間取りの分かる平面図など） 

（4）領収書の写し 

（5）長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則第６条、第９条又は第１３条に規定する認定 通

知書の写し（耐震改修工事が行われ認定長期家屋のみ必要） 


